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論　文
介護業界における営利企業の実態と経済特性
田　　　栄　富１　盧　　　　虹２
《要　約》
　介護サービス利用者数の増加及び介護重度化が介護費用を膨らませた。営利法人が参入できる居宅
サービスや地域密着型サービスの給付費も大幅の上昇となっている。しかし，そのような介護保険サー
ビス分野では，参入しやすい特徴があるため競争も激しい。各種サービスの収支差率が低下する傾向
にある。大手介護企業の経営面においても，営業利益率は介護売上が大きいほど上位にあることが確
認できた。つまり，介護業界でも経済の規模効果が存在する可能性は十分ある。また，介護売上原価
率を比較した結果，介護売上上位の企業が原価以外の「販売費及び一般管理費」とのコスト管理は小
企業より優れている可能性がある。さらに，臨時正規比率と１人当たり生産額を組み合わせで，臨時
正規比率が低いほど１人当たり生産額は高い傾向にある。
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　むすびにかえて
はじめに
　2018年 9 月 1 日現在，総務省の推計データによれば，日本65歳以上人口は3515万人となり，総人口に
占める割合（高齢化率）も28.1％となった３。高齢者人口の大幅増加及び平均寿命の伸びは介護需要の
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増加をもたらしている。一方で核家族化による家庭構造の変化により家族だけで介護することが難しく
なり，介護のためにやむをえず仕事をやめる「介護離職」現象が社会問題となった。高齢化が深刻化す
るにつれ介護需要が高まり，介護サービスの社会化も必然的な流れとなる。
　介護保険制度が実行する以前，措置制度のもとで主に社会福祉法人がほぼすべての介護サービスを提
供していた。介護保険制度の実施によって，介護サービスの利用は措置制度から契約制度へ転換した。
つまり，介護利用者は介護サービスの提供者（事業者）との契約に基づいてサービスを利用する制度で
ある。しかも，介護サービスの提供者は社会福祉法人以外に，一部分の介護サービスについて営利法人
やNPO（非営利法人）等の参入が可能となった。介護サービスの供給も多元化し，競争メカニズムの
導入はより質の高いサービスやきめ細やかなニーズにあうサービス内容の提供が期待されている。
　措置制度から契約制度への介護制度の転換により潜在的介護需要の実需への転換が促進され，介護
サービスの需要が大きく伸びている。2017年度の「介護給付費等実態調査」によると，介護給付費の
費用は年間 9 兆6924億円に達し，過去最高となり，2000年度の3.6兆円から2.67倍に膨らんだ。また，
介護保険の利用数は613.8万人で前年より1.4％増加し，1 人あたりの介護保険の利用額は16万400円と
なり， 2 ％の伸びとなった。即ち介護サービス事業は日本有数の成長部門（2000-2015年間平均成長率
8.5％）となっている。在宅介護等の介護サービスの提供については民間企業の参入が認められたが，
成長の見込みが確実であるため異業種の参入も多い。
　しかし，介護サービスの単価である介護報酬は介護サービスの需要と供給によって決まるわけではな
く，政府公定価格によって管理されている。従って介護サービス市場は一般的自由市場と違って管理さ
れている準市場である。また，営利法人が参入できる介護サービス分野では，業界の壁が低く様々な業
種にとって参入しやすい業界である。厚生労働省の「平成29年介護サービス施設・事業所調査の概況」
によると，2017年10月 1 日現在，運営している施設・事業所数は376,861となっている。小規模経営の
事業者が多いため公定価格のもとで労働生産性の改善が難しい。従って，介護業界においても経営規模
拡大による規模効果が必要となる。
　小論はまず介護の現状を簡単に触れたあと，営利法人が積極的に参入している居宅介護サービスの動
向を分析する。そして，介護サービスを提供する上場企業を中心に介護業界の動向を確認し，経営指標
等を使用して大手介護企業の経営上の特徴を分析し，介護規模と生産の効率性を探る。最後に小論の結
論を述べる。因みに小論の役割分担について，盧はⅠを担当し，田はⅡ～Ⅳを担当している。
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Ⅰ．介護保険サービスの動向
　
　1.1　介護認定人数及び利用者の推移
　2017年65歳以上の高齢者人口は2000年の2,242万人から3,516万人に増加し，その中でも後期高齢者数
が923万人から1,749万人に増えた。2017年度のデータによれば，前期高齢者（65歳～ 74歳）の要介護認
定率が4.2%に対し，後期高齢者の数値が31.7%であった。特に後期高齢者人口の増加は要介護認定者数
増加をもたらし，その結果介護保険サービス年間利用者数と利用率は共に上昇している（図 1 ）。
　2017年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した「第22回生命表」によると，男性平均寿命が80.75歳で，女
性が86.99歳となり，ともに最高記録を更新した。平均寿命の伸びで不健康寿命も伸びている。日本内
閣府が公表した「平成29年高齢社会白書」によると2001年から2013年まで，男性の不健康な期間が8.67
年から9.02年に増え，女性は12.28年から12.4年に伸びた。平均寿命の伸び及び不健康な期間の増加は要
介護者数の増加に繋がる。従って介護需要がこれからも増えると予想される。
　1.2　介護費用と介護保険給付費の推移
　介護保険が社会への浸透や高齢者人口の増加等によって介護費用と介護給付費も大幅に増加した
（図 2 ）。利用者負担分を含める介護費用は2000年度の3.6兆円から2016年度の10兆円に増加し，同じ時
期の保険給付費が3.2兆円から9.6兆円に増えた。2016年度の「介護保険事業状況報告」によると，
第 1 号被保険者年平均 1 人当たり保険給付費も2000年度の14.5万円から2016年度の26.8万円に跳ね上
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でも後期高齢者数が 923 万人から 1749 万人に増えた。2017 年度のデータによれば、前期
高齢者（65 歳～74 歳）の要介護認定率が 4.2%に対し，後期高齢者の数値が 31.7%であっ
た。特に後期高齢者人口の 加は要介護認定者数増加をもたらし，その結果介護保険サー
ビス年間利用者数と利用率は共に上昇している（図 1）。 
2017 年 3 月 1 日，厚生労働省が公表した「第 22 回生命表」によると，男性平均寿命が
80.75 歳で，女性が 86.99 歳となり，ともに最高記録を更新した。平均寿命の伸びで不健
康寿命も伸びている。日本内閣府が公表した「平成 29 年高齢社会白書」によると 2001
年から 2013 年まで，男性の不健康な期間が 8.67 年から 9.02 年に増え，女性は 12.28 年か
ら 12.4 年に伸びた。平均寿命の伸び及び不健康な期間の増加は要介護者数の増加に繋が
る。従って介護需要がこれからも増えると予想される。 
 
 
図 1 介護認定人数及び利用者数の推移（万人、％） 
出所：厚生労働省「介護給付費等実態調査」、「介護保健事業状況報告」。 
 
1.2 介護費用と介護保険給付費の推移 
介護保険が社会への浸透や高齢者人口の増加等によって介護費用と介護給付費も大幅
に増加した（図 2）。利用者負担分を含める介護費用は 2000 年度の 3.6 兆円から 2016 年度
の 10 兆円に増加し，同じ時期の保険給付費が 3.2 兆円から 9.6 兆円に増えた。2016 年度
の「介護保健事業状況報告」によると，第 1 号被保険者年平均 1 人当たり保険給付費も
2000 年度の 14.5 万円から 2016 年度の 26.8 万円に跳ね上がっている。 
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図 1 　介護認定人数及び利用者数の推移（万人，％）
　　　　　　出所：厚生労働省「介護給付費等実態調査」，「介護保険事業状況報告」。
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がっている。
Ⅱ．介護保険サービスにおける営利法人の動向
　2.1　営利法人提供可能な介護保険サービス内容
　2000年 4 月介護保険制度の実施によって，介護保険サービスの利用は措置制度から契約制度へ転換し
た。つまり，利用者が自ら介護保険サービスの提供者（事業者）を選択し契約を結んでから介護保険サー
ビスを利用することができるようになった。この制度実行に伴い，介護保険サービスの供給も多元化を
推し進めてきた。従って，介護保険サービスの提供者は社会福祉法人以外に，営利法人やNPO（非営
利法人）等は一部分の介護保険サービスへの参入が可能となった。
　介護保険法では，介護保険施設（介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養型医療施設）が原
則として営利法人の参入を禁止する。訪問リハビリテーション，短期入所生活介護等は一定の制限があ
るため営利法人が参入しにくい。営利法人の多くは居宅介護サービスや福祉用具貸与等に参入している
（表 1 ）。
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図 2 介護費用と介護保険給付費の推移（兆円） 
出所：厚生労働省「介護保健事業状況報告」。 
注：データは年度数値である。 
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2.1 営 法人提供可能な介護保険サービス内容 
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介護保険法では，介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医
療施設）が原則として営利法人の参入を禁止する。訪問リハビリテーション、短期入所生
活介護等は一定の制限があるため営利法人が参入しにくい。営利法人の多くは居宅介護サー
ビスや福祉用具貸与等に参入している（表 1）。 
 
表 1 営利法人提供可能代表的な介護保険サービス一覧 
居宅サービス 施設サービス 
営利法人参入可能事業   営利法人参入規制事業（不可・もしくは困難） 
訪問介護、通所介護、訪問入浴 訪問リハビリテーション 特別養護老人ホーム 
訪問看護  特定福祉用具 通所リハビリテーション 老人保健施設 
販売福祉用具貸与 短期入所生活介護 介護療養型医療施設 
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図 2 　介護費用と介護保険給付費の推移（兆円）
　　　　　　　　出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」。
　　　　　　　　注：データは年度数値である。
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表 1 　営利法人提供可能代表的な介護保険サービス一覧
居宅サービス 施設サービス
営利法人参入可能事業 営利法人参入規制事業（不可・もしくは困難）
訪問介護，通所介護，訪問入浴
訪問看護，特定福祉用具販売
福祉用具貸与
認知症対応型共同生活介護
特定施設入居者生活介護
小規模多機能型
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
複合型サービス
居宅療養管理指導，居宅介護支援等
訪問リハビリテーション
通所リハビリテーション
短期入所生活介護
短期入所療養介護
特別養護老人ホーム
老人保健施設
介護療養型医療施設
出所：厚生労働省資料より作成。
　2.2　営利法人による施設・事業所の開設動向
　高齢者人口増加に伴い介護施設・事業所も大幅に増えている。2017年営利法人が主に参入している介
護保険サービス種類別では，事業所の総数や営利法人の割合が2005年と比べると大幅の上昇となった
（表 2 ）。2017年には営利法人が訪問介護，訪問入浴介護，認知症対応型共同生活介護，特定施設入所者
生活介護の介護サービスの 5 割り以上を提供している。また，福祉用具貸与について，営利法人は 9 割
り以上のシェアを握っている。
表 2 　営利法人の施設・事業所の開設動向
　 2005年 2017年
　
総数
営利法人
割合（％）
総数
営利法人
割合（％）
増減率
（％）
施設・事業所 260891 376861 44.5
訪問介護 20618 53.9 35311 66.2 71.3
訪問入浴介護 2402 34.8 1993 61.6 -17.0
訪問看護ステーション 5309 15.3 10305 49.6 94.1
通所介護 17652 31.4 23597 48.5 33.7
認知症対応型共同生活介護 7084 50.5 13346 53.6 88.4
特定施設入所者生活介護 1375 79.5 5010 67.4 264.4
福祉用具貸与 6317 88.6 8012 93.5 26.8
居宅介護支援 27304 33.5 41273 49.9 51.2
出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査結果の概況」。
注：各種数値は当年度10月 1 日の値である。
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　介護施設・事業所の大幅増加は介護需要増加によるものが大きいが，一方介護事業は元々参入の障壁
が低く，異業種にも参入しやすい。営利法人が参入できる介護保険サービス分野では，もっとも参入し
やすい特徴があるため競争も激しい。特に初期投資の少ない訪問介護や居宅介護支援の事業所数が多く，
増加率も高い。換言すれば競争も激しいということである。
　2.3　営利法人提供可能の介護保険サービス種類別給付費の推移
　介護保険制度の実施及び高齢者人口の増加は介護需要の増加をもたらし，それに伴い介護サービス種
類別の給付費も確実に増えている。多くの営利法人が参入している居宅サービスや地域密着型サービス
の給付費は金額と割合ともに大幅の上昇となっている（図 3 ）。月平均介護保険給付費を見ると，2017
年現在居宅サービスの給付費は全体の50.1%に達し，2000年より16.2ポイントも上昇した。同じく地域密
着型サービスも10ポイント上昇した。前述のとおり，介護規模の拡大は営利法人の参入を促進している。
　表 3 の通り，営利法人が参入する主な介護保険サービス種類別について，利用者 1 人当たりの介護費
用及び年間累計受給者数が概ね増加傾向にある。2018年現在介護報酬がトタール的に引下げられたにも
関わらず，政府の居宅サービスへの後押しや利用者要介護度の上昇も規模拡大に繋がている。
　介護事業者と利用者のモラールリスクを防ぐため，居宅サービス 1 ヶ月の介護サービス限度利用額が
制限されている。要介護１から要介護 5 までの限度額は約16万円から36万円までである。即ち，要介護
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出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査結果の概況」。 
注：各種数値は当年度 10 月 1 日の値である。 
  
2.3 営利法人提供可能の介護保険サービス種類別給付費の推移 
 介護保険制度の実施及び高齢者人口の増加は介護需要の増加をもたらし，それに伴い介
護サービス種類別の給付費も確実に増えている。多くの営利法人が参入している居宅サー
ビスや地域密着型サービスの給付費は金額と割合ともに大幅の上昇となっている（図 3）。
月平均介護保険給付費を見ると，2017 年現在居宅サービスの給付費は全体の 50.1%に達
し，2000 年より 16.2 ポイントも上昇した。同じく地域密着型サービスも 10 ポイント上昇
した。前述のとおり，介護規模の拡大は営利法人の参入を促進している。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 年度別給付費（月平均値）（億円） 
出所：厚生労働省各年度「介護保健事業状況報告」。    
注：2017 年の月平均介護サービス別給付費数値は 2017 年 12 月のデータであり，ほかは年間平均値で
ある。 
 表 3 の通り，営利法人が参入する主な介護保険サービス種類別について，利用者 1 人当
たりの介護費用及び年間累計受給者数が概ね増加傾向にある。2018 年現在介護報酬がト
タール的に引下げられたにも関わらず，政府の居宅サービスへの後押しや利用者要介護度
の上昇も規模拡大に繋がている。 
介護事業 と利用者のモラールリスクを防ぐため，居宅サービス 1 ヶ月の介護サービス
限度利用額が制限されている。要介護１から要介護 5 までの限度額は約 16 万円から 36
万円までである。即ち，要介護度が高いほど利用限度額も高くなる。2018 年 4 月審査分
では，要介護１～要介護 5 までの利用限度額に対する利用率はそれぞれ 44.4%、53%、58%、
61.8%、65.6%であった。2006 年 4 月審査分と比べるとそれぞれ 5.8、5.8、9.3、7.4、9 ポ
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　　　　　　　　出所：厚生労働省各年度「介護保険事業状況報告」。
　　　　　　　　注：2017年の月平均介護サービス別給付費数値は2017年12月のデータであり，ほかは年間平均値
である。
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度が高いほど利用限度額も高くなる。2018年 4 月審査分では，要介護 1 ～要介護 5 までの利用限度額に
対する利用率はそれぞれ44.4%，53%，58%，61.8%，65.6%であった。2006年 4 月審査分と比べるとそれ
ぞれ5.8，5.8，9.3，7.4，9 ポイントも上昇した。利用者数の増加及び利用率の上昇が介護費用増加に繋
がる。
表 3 　サービス別 1 人あたり費用及び年間累計受給者数
サービス別 1 人あたり費用
（ 1 ヶ月平均，千円）
サービス種類別年間
累計受給者数（万人）
2006年 4 月 2018年 4 月 2006年 2017年
訪問介護 48.9 76.1 1180 1210
訪問入浴介護 52 68.5 96.2 79.1
訪問看護ステーション 40.2 48.2 290.2 508.6
通所介護 59.9 92.7 1084.9 1362.7
認知症対応型共同生活介護 252.5 282.2 143.3 238.4
特定施設入所者生活介護 180.2 216.9 87.2 234.2
福祉用具貸与 15.1 14.6 1057.3 1995
居宅介護支援 10.4 14.2 2524.1 3165.6
出所：厚生労働省「介護給付費等実態調査」。
注：「年間累計受給者数」は，各年度とも 5 月から翌年 4 月の各審査月の介護サービス受給者数
の合計である。
　2.4　介護保険サービス種類別収支差
　介護保険サービスの介護報酬が公定価格なので，公定価格のもとで介護収入を増やすことや収支差率
の改善は企業の努力が勿論重要である。しかし，表 4 が示しているように，介護報酬改定は営利法人の
経営に大きな影響を与えている。2007年全介護保険サービスの平均収支差率が4.5%，営利企業が参入す
る主要な介護保険サービスはそれを下回り，赤字になっているサービスも多い。2016年の平均収支差率
は3.8%となり，平均値と比べると各サービスの収支が大きく改善されている。
　近年収支差率の改善は介護報酬のプラス改定や職員の賃金を改善するための加算によるものもある
が，支出に占める給与の割合が低下するほど収支差率が良くなっている。つまり介護企業の経営努力も
大きい。一方，多くの事業者にとって従業員の給与は大きな支出であることが変わらない。特に，近年
日本景気が良くなっていることで，介護職員の募集難は大きな社会問題となり，人件費が一層経営を圧
迫することが予想される。
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表 4 　介護サービス種類別収支差率及び人件費率
介護サービス種類
収支差率 支出に占める給与
2007年 2016年 2007年 2016年
訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
通所介護
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
居宅介護支援
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
3.3%
-3.5%
-3.4%
5.7%
-0.3%
3.1%
-15.8%
-3.3%
-18.5%
7.7%
4.8%
2.8%
3.7%
4.9%
2.5%
4.5%
-1.4%
4.9%
5.1%
5.1%
82.8%
81.0%
86.2%
64.1%
46.8%
38.7%
100.4%
70.3%
72.3%
59.4%
76.1%
65.1%
78.3%
64.2%
46.0%
34.2%
84.1%
68.3%
67.6%
62.7%
出所：厚生労働省「介護給付費等実態調査」，「介護事業経営概況調査」。
注：2007年のデータは2007年 3 月の数値，2016年数値は2016年度の決算データである。
収支差率＝（介護サービスの収益額－介護サービスの費用額）／介護サービスの収益額
介護サービスの収益額は，介護事業収益と借入金利息補助金収益の合計額
介護事業収益は，介護報酬による収入（１割負担分含む），保険外利用料収入，補助
金収入（運営費に係るものに限る）の合計額
介護サービスの費用額は，介護事業費用，借入金利息及び本部費繰入（本部経費）
の合計額
　2.5　営利法人による介護保険外サービスの提供状況
　介護保険サービスの報酬は公定価格で，サービスの質に反映されないため収益を確保することが難し
い一面もある。また，宣（2010）は要支援・要介護者の生活を支えるためには，介護保険サービスだけ
では不十分であり，介護保険制度に定められているサービス以外の介護サービスに対する需要も高まっ
ていると指摘した。経営リスクを分散化のため，営利法人は介護保険外サービスを積極的に行うべきで
ある。
　また，同氏は介護保険の法定給付対象外のサービスを「横出しサービス」と「上乗せサービス」に区
分し，これらのサービス費用は全部利用者負担となる。「横出しサービス」としては，給食・配食，緊
急通報，家事援助，外出支援，寝具洗濯，ハウスクリーニング，訪問理美容，訪問歯科診療，通院時付
き添い，患者移送，バリアフリー旅行，ビューティーケア，葬祭など，高齢者の豊かな生活のために必
要な高齢者生活支援サービスである。
　上述のサービス以外に営利法人が有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（以下「サ高住」と
言う）の経営にも積極的に乗り出している。有料老人ホームは「介護付」，「住宅型」，「健康型」の 3 種
類に分類されており，3 種類のそれぞれの違いは介護サービスの有無や提供者の違い及び入居・退去要
件によるものである。
210 211
－ 49－－ 48－
（ 　 ）（ 　 ）
　「介護付有料老人ホーム」とは，各都道府県から介護保険の「特定施設入居者生活介護」の指定を受
けた有料老人ホームのことをいい，介護が必要になった場合，施設のスタッフが提供する介護サービス
を利用できるものである。また，「住宅型有料老人ホーム」は，居宅訪問介護等の外部サービスを利用
する有料老人ホームである。「介護付有料老人ホーム」とは異なり，「特定施設入居者生活介護」の指定
を受けておらず，介護が必要になった場合，訪問介護・訪問看護や通所介護などの居宅サービスを，外
部の介護事業者と別途契約をして利用できるものである。「健康型有料老人ホーム」とは，食事などのサー
ビスを提供する高齢者向けの施設である。介護サービスを受ける必要がなく，自立した生活ができる高
齢者を対象としている施設である。
　2017年10月 1 日現在，有料老人ホームの施設・事業所数が13,525ヶ所，定員数518,507人，在所者数
が推計437,620人，在所率が84.4％となっている４。
　表 5 が示している通り，2017年現在有料老人ホームの経営主体はほぼ私営であり，営利法人が82.6％
を占めている。営利法人は経営する有料老人ホームとサ高住が高成長を遂げている大きな要因としては，
特別養護老人ホーム（以下「特養」と呼ぶ）への入所待機者の受け皿となっていることである。日本政
府は介護費用を抑制するため公的介護施設への入所制限を実施しており，2017年厚生労働省の調査によ
れば，特養への入所待機者が29.5万人になっている５。特養の入所待機者の一部が有料老人ホームとサ
高住に流れていることも考えられる。特養への入所待機者を勘案すると，有料老人ホームとサ高住の市
場規模が今後しばらく拡大すると予想される。
表 5 　有料老人ホーム経営主体別施設数及び構成割合
公営 私営
総数
構成比（％）
市区
町村 
社会福
祉法人
医療
法人
公益法
人・日赤
営利法人
（会社）
その他
の法人
その他
13525 1 730 1033 13 11165 551 32
100 0.0 5.4 7.6 0.1 82.6 4.2 0.2 
出所：厚生労働省「平成29年社会福祉等調査」，データは2017年10月 1 日時点の数値である。
　「サービス付き高齢者向け住宅」は，住宅としての規模・設備等の登録基準を満たし，少なくともケ
アの専門家による安否確認サービスと生活相談サービスを提供することが義務付けられている高齢者向
け賃貸住宅である。サ高住の日本全国登録件数は2011年12月の112棟3448戸から2018年 9 月現在の7,107
 4  厚生労働省「平成29年社会福祉施設等調査の概況」https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/
fukushi/17/index.html
 5  厚生労働省が2018年 6 月19日時点公表した数値である。特養の入所待機者は2014年推定52万人であり，2015
年には要介護 3 以上という入所要件を付けため入所待機者が大幅減となった。
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棟25万戸に増えている６。
　しかし，前田（2012，2016）が指摘したように大手介護営利法人の介護収入について，介護保険内収
入と介護保険外に得られる介護収入をセクター別に区分しておらず，介護保険外のサービス収入がどの
程度であるかは把握出来ない。従って，以下の分析において，大手介護営利法人の介護収入は介護保険
外の介護サービス収入も含めている。
Ⅲ．大手介護営利法人の実態
　大手介護営利法人は非上場の場合があるため，その経営状況を把握することが難しい。従って，本稿
ではデータを入手することが可能で，上場している大手介護企業28社をメインに分析を行う。表 6 で各
社の略称も付けており，特に説明がない場合本稿では一律略称を使用する。
　3.1　介護売上と市場シェア
　表 6 が示しているように大手介護企業28社の介護関連売上を合わせると9,157.6億円となる。2017年
度の介護給付費（居宅サービスと地域密着型サービスの合わせ）の15.2%に過ぎない７。28社の介護関連
売上では介護保険外の介護サービスも含めている。介護保険外の売上を除けばこの比率が更に低くなる。
2017年度ニチイ介護部門の売上が1,481.6億円でトップの座を占めるものの，そのシェアが全体の2.46%，
28社介護関連売上の16.28%である。SOMPOはM&Aにより一気業界 2 位に躍進しているが，介護業界
は依然中小規模事業者が中心であることが変わらない。
　また，表 7 は大手介護上場企業の中で介護売上上位10社の2008年度と2017年度のデータを示している。
介護売上が10年で2.21倍に増え，介護給付費（居宅サービスと地域密着型サービスの合わせ）に占める
割合が5.4%から11.7%に上昇している。堀田（2017）が分析したように，介護業界のM&Aを通じて介護
企業の経営規模は拡大しつつある。2018年 3 月介護報酬改正では全体として0.54%のプラス改定となっ
たが，介護財政の厳しさが増すなか，今後大幅な引き上げは望めないだろう。一方，介護業界の人手不
足による人件費コストの上昇や競争の激化等で経営環境悪化による関連倒産も増えている。
　東京商工リサーチが公表したデータによると，2017年度の「老人福祉・介護事業」の倒産件数は115
件で，前年度（107件）を上回り，年度ベースで過去最多になった８。倒産した事業者は，従業員 5 人
 6  一般財団法人サービス付き高齢者向け住宅協会「サービス付き高齢者向け住宅登録状況（平成30年 9 月末時
点）」https://www.satsuki-jutaku.jp/search/index.php
 7  居宅サービスと地域密着型サービスの介護給付費は2017年12月の確定値×12ヶ月で求めた。厳格に言えば介
護費用を使うべきである。ただし，2017年度両サービスの介護費用が公表されていないため，介護給付費を使
用する。
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未満が全体の60.8％，設立 5 年以内が39.1％を占めており，小規模で設立間もない事業者が倒産を押し
上げる構図が鮮明になった。つまり介護業界内の淘汰が加速しており，大手介護企業はM&Aにより経
営規模の拡大が加速する可能性も十分ありうる。そうなると介護全体に占めるシェアがさらに高くなる。
今市（2015）は介護業界でも規模のメリットが存在するという研究結論を示した。もしそうであれば介
護規模の経済性が労働生産性の上昇にプラスに働く。
表 6 　大手介護企業の状況（億円，％）
　 　 総売上① 介護売上② ①／② 本稿での略称
1 ㈱ニチイ学館 2837.7 1481.6 52.2 ニチイ
2 SOMPOホールディングス㈱ 37700.5 1278.8 3.4 SOMPO 
3 ㈱ベネッセホールディングス 4345 1119 25.8 ベネッセ
4 ㈱ツクイ 817.7 817.7 100.0 ツクイ
5 ㈱セコム 9706.2 711.7 7.3 セコム
6 ㈱ユニマットリタイアメント・コミュニティ 491.5 451.3 91.8 ユニマット
7 セントケア・ホールディング㈱ 394.6 394.6 100.0 セントケア
8 リゾートトラスト㈱ 1654.1 307.7 18.6 リゾートトラスト
9 綜合警備保障㈱ 4360 256.4 5.9 綜合警備保障
10 ㈱ケア21 252.3 252.3 100.0 ケア21
11 シップヘルスケアホールディングス㈱ 4255.7 229.6 5.4 シップヘルスケア
12 ㈱学研ホールディングス 1021.8 214.6 21.0 学研
13 ㈱ソラスト 743.3 186.4 25.1 ソラスト
14 ㈱日本ケアサプライ 163.3 163.3 100.0 日本ケア
15 ㈱シダー 138.6 138.6 100.0 シダー
16 ㈱ウチヤマホールディングス 264 161.4 61.1 ウチヤマ
17 ㈱チャーム・ケア・コーポレーション 135.7 135.7 100.0 チャーム・ケア
18 ㈱レオパレス21 5308.4 128.1 2.4 レオパレス21
19 ロングライフホールディング㈱ 123 118.4 96.3 ロングライフ
20 ㈱アスモ 194.2 116.4 59.9 アスモ
21 ヒューマンホールディングス㈱ 787.6 95.3 12.1 ヒューマン
22 ㈱ケアサービス 86.1 86.1 100.0 ケアサービス
23 ㈱Ｎ・フィールド 80.2 80.2 100.0 Ｎ・フィールド
24 ㈱やまねメディカル 62.5 59.1 94.6 やまねメディカル
25 ㈱メディカル一光 309.1 59 19.1 メディカル一光
26 穴吹興産㈱ 902.8 43.7 4.8 穴吹興産
27 工藤建設㈱ 177.3 35.5 20.0 工藤建設
28 ㈱カーメイト 201.1 35.1 17.5 カーメイト
出所：各企業の決算短信より作成。
注：㈱メディカル一光は2018年 2 月期決算，(株)チャーム・ケア・コーポレーションは2018年 6 月期決算，㈱研ホー
ルディングは2017年 9 月期決算，ロングライフホールディング㈱と㈱ケア21は2017年10月期決算，㈱Ｎ・フィー
ルドは2017年12月期決算のデータを使用している。その他は2018年 3 月期の決算データである。
各企業が公表しているセグメントでは，介護以外の事業収入を含める場合があるため，詳しくは表 7 の注を参照
ください。
 8  http://www.watakyu.jp/archives/6053．2018年12月29アクセス
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表 7 　大手介護企業の介護売上の変動（億円）
2008年度 2017年度
1 ニチイ（ヘルスケア） 997.7 ニチイ（介護のみ） 1481.6
2 ベネッセ（介護・保育のみ） 403.5 SOMPO（介護のみ） 1278.8
3 ツクイ 361.8 ベネッセ（介護・保育のみ） 1119
4 セコム（メディカル） 353.5 ツクイ 817.7
5 メッセージ 319.3 セコム（メディカル） 711.7
6 ユニマット（介護のみ） 247.9 ユニマット（介護のみ） 451.3
7 セントケア 197.9 セントケア 394.6
8 ワタミ（介護のみ） 146.9 リゾートトラスト（介護のみ） 307.7
9 ロングライフ 84.5 綜合警備保障（介護のみ） 256.4
10 日本ケア 80.6 ケア21 252.3
売上高 3193.6 売上高 7071.1
出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
注：㈱ユニマットリタイアメント・コミュニティの2008年度決算は 5 月期決算で，ロングライフ
ホールディング㈱，㈱ケア21は10月期決算である。その他は 3 月期決算である。
SOMPOホールディングス㈱は2015年12月にワタミ㈱の子会社であるワタミ介護㈱の全株式を
取得して同社を連結子会社化するとともに，商号をSOMPOケアネクスト㈱に変更した。2016
年 3 月に㈱メッセージ（後に「SOMPOケアメッセージ㈱」に商号変更）の株式を取得し，同社
および同社の子会社を連結子会社とした。さらに2017年 1 月にSOMPOケアメッセージ㈱を完全
子会社化した。
　3.2　介護保険外サービスの売上
　上述したように介護保険外サービスは家事代行サービス，通院などの付添サービス，配食サービス， 
ヘルスケア商品， 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の入居料金などを指す。介護保険外
サービスの費用について，全額が利用者負担となっている。ほとんどの介護上場企業が介護保険外サー
ビスの売上を公表しておらず，現状では介護保険外サービスの市場規模を把握するのは困難である。ニ
チイの2013年 3 月期決算説明会資料では，2011年度と2012年度の介護保険外サービスの売上は111.5億
円，124.7億円で11.8%の伸びとなり，同期介護保険内サービスの売上伸び率1.2%を大きく上回っている。
全体の介護売上に占める比率はそれぞれ8.1%，8.8%に達している。それ以外は介護保険外サービスの売
上を公表していない。
　介護売上を介護保険内サービスと介護保険外サービスに区分しているユニマット社の2018年 3 月期決
算では，介護保険外サービスの売上が123.8億円で介護売上の27.4%を占めており，その比率が低下する
傾向にある（図 4 ）。介護保険外サービスの売上額が増えているが，介護保険内サービスの売上の伸び
が更に増している。介護保険外の市場開拓が思ったようにうまく進んでいない可能性がある。
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　因みに，ユニマットの2012年度介護保険外サービスの売上は104.6億円で，介護売上が371.6億円となっ
ている。介護売上規模から言えば，ユニマットはニチイより介護保険外サービス市場の開拓が積極であ
る。しかし，介護保険外サービスの収益状況がどうであるかは把握できない。恐らく，介護保険外サー
ビスの費用が利用者全額負担ということも市場開拓に影響すると考えられる。
　3.3　大手介護企業の特徴
　本稿では介護関連の売上が90%を超える企業を介護専業とする。その売上が50%以上90%未満の場合，
介護事業をその企業のメイン事業とする。そして，売上が25%以上50%未満の企業について，介護事業
をその企業の基幹事業と仮定する。介護売上が25%以下企業は兼業と呼ぶ。以上の仮定で上述28社の大
手介護企業を分類する。
　図 5 は大手介護企業28社2017年度の介護売上と売上比率（介護売上／総売上高）をプロットしたもの
である。まず，介護専業企業の売上がツクイ，ユニマットを除けば経営規模が相対的に小さい。このよ
うな企業は長年間介護業界に携わっても規模拡大に慎重であることが窺える。例えば，東京都大田区に
本部を置くケアサービスは昭和45年から老人福祉事業に参加しているが，2017年介護の売上がわずか
86.1億円である。また，福岡県北九州市小倉北区に本部を置くシダーも同じ傾向である。このような介
護先発組はなぜ経営規模の拡大に邁進していないか。その要因は資金調達力か，あるいは規模拡大より
経営の質を重視しているか。これらの企業が上場企業なので資金調達ルートは若干増えると考えられる
が，規模拡大に慎重であるのは資金面よりもほかに要因があると思われる。これは興味深い問題である。
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　そして，兼業企業のなかに，介護売上が少ないか，あるいは介護以外の売上が大きすぎるという特徴
がある。SOMPO介護部門の売上は業界 2 位であるが，他の部門の売上が巨額であるため，売上比率が
3.5%過ぎない（表 6 を参照）。SOMPOのような兼業企業は後参入組が多いのである。ニチイは唯一介
護部門売上が1000億円を超え，介護事業をメインとする企業である。
表 8 　介護業界参入企業の業種別
メイン事業 メイン事業
ニチイ 介護・医療 ソラスト 医療事務派遣
SOMPO 保険 レオパレス21 不動産
ベネッセ 教育 アスモ フード
セコム 警備 ヒューマン 教育
リゾートトラスト ホテル メディカル一光 調剤薬局
綜合警備保障 警備 穴吹興産 不動産
シップヘルスケア 医療 工藤建設 建設
学研 教育 カーメイト 車関連
出所：各企業の有価証券報告書より作成。
　大手介護企業のもう一つ大きな特徴としては，介護業界を参入する企業の業種は多様であるという
点にある（表 8 ）。介護業界の壁が低く参入し易い一因もある。しかし，異業種が参入することによっ
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て相乗効果は出るかどうか，今後確かめる必要がある。一方，SOMPOのようなM&Aを通じて介護業
界への参入で，大企業の資金力を活かして設備投資の拡大やサービスの充実化なども期待できる（三宅
（2015））。そうであれば設備投資増加は職員 1 人当たりの資本装備を高めることで労働生産性の上昇が
可能となる。また，規模拡大に伴いサービスの充実化を通じ，企業内部の協同作業増加によって資源利
用効率のアップも期待できる。
Ⅳ．大手介護営利法人の経営特性
　4.1　大手介護企業の経営状況
　介護保険内サービスの報酬は公定価格なので，一般市場のようにサービスの質によってサービス価格
に反映されにくい特徴がある。しかし，同一価格ならば介護サービスの利用者は質の高い介護サービス
を提供する事業者を選択することが可能である。また，介護事業者の規模が大きいほど提供できる介護
サービスの種類も多肢に渡る。利用者にとって選択肢が増え，利便性が高まる。そうであれば，多くの
介護利用者を獲得することで，経営安定につながると同時に，多様なサービスを提供することによって
生産効率が上がる可能性もある。
表 9 　介護専業企業の経営指標
介護売上 営業損益 利益率 売上原価 原価率 介護事業内容
ツクイ 817.7 51.5 6.3% 694.3 84.9% 総合介護
ユニマット 451.3 41.2 9.1% 387.7 85.9% 総合介護
セントケア 394.6 19.2 4.9% 342.4 86.8% 総合介護
ケア21 252.3 8.8 3.5% 197.8 78.4% 総合介護
日本ケア 163.3 18.8 11.5% 101.5 62.2% 福祉用具
シダー 138.6 5.4 3.9% 123.5 89.1% 有料・デイ
チャーム・ケア 135.7 10.5 7.7% 112.9 83.2% 有料
ロングライフ 123 5 4.1% 94.3 76.7% 有料・訪問
ケアサービス 86.1 2.4 2.8% 74.1 86.1% デイサービス
Ｎ・フィールド 80.2 5.6 7.0% 61.7 76.9% 訪問看護
やまねメディカル 62.5 △2 △3.2% 56.8 90.9% サ高住・デイ
出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
注：主に2018年 3 月期決算のデータが，決算期の違う企業が存在するため，詳しくは表 6 の注を参
照ください。△は損失を表す。
　表 9 から表11までは上述した分類方法で，大手介護企業の直近期決算の経営指標を示している。営業
利益は企業が経営している事業の稼ぐ力と言われている。一年分のデータでなんとも言えないが，介護
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表10　介護兼業企業の経営指標
　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
SOMPOHD 1278.8 △14.9 △1.2% 総合介護
セコム 711.7 54.3 7.6% 総合介護
リゾートトラスト 307.7 52.4 17.0% 有料老人ホーム
綜合警備保障 256.4 1.1 0.4% 総合介護
シップヘルスケア 229.6 9.6 4.2% 有料老人ホーム
学研 214.6 8.7 4.1% サ高住
レオパレス21 128.1 △16 △12.5% 総合介護
ヒューマン 95.3 △0.2 △0.2% 総合介護
メディカル一光 59 3.4 5.8% 有料老人ホーム
穴吹興産 43.7 △1.4 △3.2% 有料老人ホーム
工藤建設 35.5 2.8 7.9% 有料老人ホーム
カーメイト 35.1 0.4 1.1% 有料老人ホーム
出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
注：主に2018年 3 月期決算のデータであるが，決算期の違う企業が存在する
ため，詳しくは表 6 の注を参照ください。△は損失またはマイナスを表す。
売上の大きい企業または介護事業内容が多肢に渡る企業が一定の営業利益を上げている。営業利益率も
介護売上が大きいほど上位にある。つまり，今市（2015）が指摘したとおり，介護業界でも経済の規模
効果が存在する可能性は十分ある。SOMPOの2018年 3 月期決算で介護部門の売上が1,278.8億円に達し， 
14.9億円の営業損失を出した原因は，近年ワタミ介護やメセージとの大型M&Aで費用が増したことで
ある。日本ケア，リゾートトラストの営業利益率が高い要因としては，日本ケアのメイン事業は福祉用
具販売と貸出であり，人件費等コストを低く抑えられている，という点にある。リゾートトラストの場
合，介護関連売上の中に一部医療関係の売上が含まれているため，影響される可能性がある。とは言
え，2008年から2017年まで10年間の平均営業利益率について，ニチイ（6.5%），ベネッセ（6.6%），ツク
イ（5.9%），ユニマット（7.1%）となり，ほぼ営業損失を出していない。従って，企業規模が大きいほど，
介護報酬マイナス改定にも強く安定経営が維持できる。
表11　介護メイン企業と介護基幹企業の経営指標
　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
ニチイ 1481.6 145.2 9.8% 総合介護
ウチヤマ 161.4 11.7 7.2% 総合介護
アスモ 116.4 11.6 10.0% 訪問・居宅
　 介護売上 営業損益 利益率 介護事業内容
ベネッセ 1119 88.5 7.9% 総合介護
ソラスト 186.4 9.2 4.9% 総合介護
出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
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　介護を専業とする企業では，売上原価を公表している。その他の介護企業は全体の売上に対しトータ
ル売上原価を公表しているが，介護部門に関する売上原価が不明である。介護専業企業11社の売上原価
を見ると，バラツキが大きい。図 6 は直近期決算（2018年 3 月期）の売上原価率と10年間平均（2008年
から2017年まで）の売上原価率を比較したものである。特に大きな差がないため，介護売上上位の企業
が原価以外の「販売費及び一般管理費」というコスト管理は小企業より優れている可能性がある。今後，
計量分析で介護事業内容，規模等は生産効率との関連性について明確にする必要性がある。
　4.2　大手介護企業の生産性
　介護はサービス業であり，しかも介護保険適用の場合，介護報酬は公定価格である。介護報酬が一般
的に 1 単位10円を基本価格とする。各地域の経済格差や人件費コストの相違を顧慮して「地域区分」が
あり，またサービス種類によって加算もある９。これらは多少介護売上に影響するが，これを顧慮せず
に介護売上を生産額と見なし，1 人当たりの生産額は生産効率の高さを表すと仮定する。
　介護サービスは対人サービスであるため，労働集約的な業界である。大手介護企業の就業者は正規雇
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出所：各企業の決算短信、有価証券報告書より作成。 
  
 
図 6 大手介護企業の平均売上原価率と直近期売上原価率の比較 
出所：各企業の決算短信、有価証券報告書より作成。 
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主に 3 月期決算データ あるが，決算期の違う企業が存在するため，詳しくは表 6 の注を参照ください。 
介護を専業とする企業では，売上原価を公表している。その他の介護企業は全体の売上
に対しトータル売上原価を公表しているが，介護部門に関する売上原価が不明である。介
護専業企業 11 社の売上原価を見ると，バラツキが大きい。図 6 は直近期決算（2018 年 3
月期）の売上原価率と 10 年間平均（2008 年から 2017 年まで）の売上原価率を比較した
ものである。特に大きな差がないため，介護売上上位の企業が原価以外の「販売費及び一
般管理費」というコスト管理は小企業より優れている可能性がある。今後，計量分析で介
護事業内容、規模等は生産効率との関連性について明確にする必要性がある。 
  
4.2 大手介護企業の生産性 
介護はサービス業であり，しかも介護保険適用の場合，介護報酬は公定価格である。介
護報酬が一般的に 1 単位 10 円を基本価格とする。各地域の経済格差や人件費コストの相
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図 6 　大手介護企業の平均売上原価率と直近期売上原価率の比較
　　　　　　出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
注：Ｎ・フィールドがデータ欠落のため除く ニチイは単体の介護売上と売上原価を公表している。
単体の介護売上は連結決算 介護売上の82.3%（2008年から2017年の10年間平均）を占めており，介護
部門を代表できる。主に 3 月期決算データであるが，決算期の違う企業が存在するため，詳しくは表6
の注を参照ください。
 9  現時点では 1 級地から 7 級地まで及びその他の 8「地域区分」に分け，それそれの単価は10円～ 11.4円に設
定している。
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用以外に臨時雇用者もたくさん雇用している。介護企業によって，例えばユニマット等の場合には，年
間平均臨時雇用者を一日 8 時間労働に換算した雇用者数を公表しているが，一方「平均臨時雇用者数」
と言う項目で公表している介護企業が多数である。図 7 は介護部門の臨時正規比率（臨時雇用者数÷従
業員数）と 1 人当たり生産額をプロットしたものである。単純に比較できないものの，一つの目安とし
て臨時正規比率が低いほど 1 人当たり生産額は高い傾向にある。この違いは正規雇用が多い場合従業員
の仕事モチベーションが高いことによるものか，あるいは介護事業内容の相違によるものか，または部
門間協同作業による効果かは興味深い問題である。今後，データが入手できる限り計量分析で明らかに
したい。
むすびにかえて
　本稿は営利法人が参入できる介護保険サービスを中心に分析を行った。2000年 4 月に介護保険制度が
実施されることによって，居宅介護サービスなどについて営利法人が参入可能になった。また，介護
サービスの利用は従来の措置制度から契約制度へ転換した。介護利用者は介護サービスの提供者（事業
者）との契約に基づいて介護サービスを利用する制度である。措置制度から契約制度への介護制度の転
換により潜在的介護需要は実需への転換が促進され，介護サービスの需要が大きく伸びている。2017年
度の「介護給付費等実態調査」によると，介護給付費の費用は年間 9 兆6924億円に達し，過去最高とな
り，2000年度の3.6兆円から2.67倍に膨らんだ。介護サービス業界の成長の見込みが確実であるため異
18 
 
違を顧慮して「地域区分」があり，またサービス種類によって加算もある9。これらは多
少介護売上に影響するが，これを顧慮せずに介護売上を生産額と見なし，1 人当たりの生
産額は生産効率の高さを表すと仮定する。 
介護サービスは対人サービスであるため，労働集約的な業界である。大手介護企業の就
業者は正規雇用以外に臨時雇用者もたくさん雇用している。介護企業によって，例えばユ
ニマット等の場合には，年間平均臨時雇用者を一日 8 時間労働に換算した雇用者数を公表
しているが，一方「平均臨時雇用者数」と言う項目で公表している介護企業が多数である。
図 7 は介護部門の臨時正規比率（臨時雇用者数÷従業員数）と 1 人当たり生産額をプロッ
トしたものである。単純に比較できないものの，一つの目安として臨時正規比率が低いほ
ど１人当たり生産額は高い傾向にある。この違いは正規雇用が多い場合従業員の仕事モチ
ベーションが高いことによるものか，あるいは介護事業内容の相違によるものか，または
部門間協同作業による効果かは興味深い問題である。今後，データが入手できる限り計量
分析で明らかにしたい。 
 
 
図 7 1 人当たり生産額と臨時正規比率 
出所：各企業の決算短信、有価証券報告書より作成。 
むすびにかえて 
 
本稿は営利法人が参入できる介護保険サービスを中心に分析を行った。2000 年 4 月に
介護保険制度が実施されることによって、居宅介護サービスなどについて営利法人が参入
可能になった。また、介護サービスの利用は従来の措置制度から契約制度へ転換した。介
護利用者は介護サービスの提供者(事業者)との契約に基づいて介護サービスを利用する
制度である。措置制度から契約制度への介護制度の転換により潜在的介護需要は実需への
転換が促進され，介護サービスの需要が大きく伸びている。2017 年度の「介護給付費等
実態調査」によると，介護給付費の費用は年間 9 兆 6924 億円に達し，過去最高となり，
                                                             
9現時点では 1 級地から 6 級地まで及びその他の 7「地域区分」に分け、それそれの単価は 10 円～11.4
円に設定している。 
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図 7 　1人当た 産額と臨時正規比率
　　　　　　出所：各企業の決算短信，有価証券報告書より作成。
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業種の参入も多い。
　介護サービス利用者数の増加及び介護重度化により利用率の上昇が介護費用を膨らませた。営利法人
が参入している居宅サービスや地域密着型サービスの給付費は金額と割合ともに大幅の上昇となってい
る。2017年現在居宅サービスの給付費は全体の50.1%に達し，2000年より16.2ポイントも上昇した。同
じく地域密着型サービスも10ポイント上昇した。一方，営業法人が経営する施設・事務所数も大幅に上
昇している。2017年には営利法人が訪問介護，訪問入浴介護，認知症対応型共同生活介護，特定施設入
所者生活介護の介護サービスの 5 割り以上を提供している。しかし，営利法人が参入できる介護保険サー
ビス分野では，もっとも参入しやすい特徴があるため競争も激しい。収支差率が低下する傾向にある。
　本稿で取り上げた大手介護企業28社の2017年度介護関連売上は9,157.6億円で，当年度居宅と地域密
着型サービスの介護給付費の15.2%に過ぎない。介護保険外サービスの売上を除けば更に低くなる。業
界最大手ニチイは2017年度の介護部門の売上が1,481.6億円で全体の2.46%，28社介護関連売上の16.28%
である。上位10社の介護売上は10年で2.21倍に増え，介護給付費（居宅と地域密着型サービスの合わせ）
に占める割合が5.4%から11.7%に上昇している。即ち，大手介護企業が規模拡大している。しかし，日
本全国に運営している施設・事業所数（376,861ヶ所）を考えると，介護業界は依然中小規模事業者が
中心であることがわかる。
　大手介護企業は有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の介護保険外サービスにも積極的に
進出している。分析を試みたが，介護保険内収入と介護保険外の介護収入をセクター別に区分して公表
した企業は極めて限定されているので，その実態は把握することが困難である。
　介護売上と売上比率（介護売上／総売上高）で確認すると介護専業の企業規模が相対的小さい。兼業
企業のなかに，介護売上が少ないか，あるいは介護以外の売上が大きすぎるという特徴がある。また，
介護業界を参入する企業の業種は多様であることが明らかになった。SOMPOのようなM&Aを通じて
介護業界への参入で，設備投資の拡大やサービスの充実化なども期待され，規模拡大に伴い企業内部の
協同作業増加によって資源利用効率のアップも考えられる。
　大手介護企業の経営面においても，営業利益率は介護売上が大きいほど上位にあることが確認できた。
つまり，介護業界でも経済の規模効果が存在する可能性は十分ある。また，介護売上原価率を比較した
結果，介護売上上位の企業が原価以外の「販売費及び一般管理費」とのコスト管理は小企業より優れて
いる可能性がある。さらに，臨時正規比率と 1 人当たり生産額の組み合わせでみてみると，臨時正規比
率が低いほど 1 人当たり生産額は高い傾向にある。
　最後に，今回は大手介護企業の介護事業内容，企業規模，介護サービス種類数，メイン営業地域，異
業種参入企業の営業内容，部門間協同作業等は生産効率との関連性について明らかにしていない。今後
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の研究課題として，データが入手できる限り計量分析で明らかにしたい。
【付記】中国国家社会科学基金一般項目，課題番号：17BJY043「老齢化背景下消費偏好变化対労働生
産率的影響效应研究」（高齢化における消費選好の変化により労働生産性への影響に関する研究）; 浙
江省社科聯重点課題項目，課題番号: 2017Z32「老齢化背景下消費偏好变化対経済増長的影響机理和
效应－基於浙江省的研究」（高齢化における消費選好の変化により経済成長への影響―浙江省に関す
る研究）；寧波市科技局軟科学項目，課題番号 : 2016A10055「老齢化背景下寧波市産業結構演变与経
済増長研究--基於消費偏好与労働生産率的視角」（高齢化における寧波市の産業結構の変化と経済成
長に関する研究―消費選好と労働生産性の視点より）から助成を受けている。
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